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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 37,707 △7.0 157 ― 1,728 779.1 △618 ―
22年3月期 40,532 △16.1 △1,127 ― 196 △94.3 △1,988 ―
（注）包括利益 23年3月期 △992百万円 （―％） 22年3月期 △1,034百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 △18.96 ― △3.6 4.8 0.4
22年3月期 △60.93 ― △10.6 0.5 △2.8
（参考） 持分法投資損益 23年3月期  28百万円 22年3月期  △104百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 34,363 17,318 47.9 503.95
22年3月期 37,795 18,715 47.4 549.32
（参考） 自己資本  23年3月期  16,443百万円 22年3月期  17,924百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 1,937 △1,230 △1,142 4,408
22年3月期 △408 △1,870 △2,104 4,845

2.  配当の状況 

（注）平成23年３月期の配当原資には、資本剰余金が含まれています。詳細は後述の「資本剰余金を配当原資とする配当金の内訳」をご覧ください。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 7.00 ― 7.00 14.00 457 ― 2.5
23年3月期 ― 7.00 ― 7.00 14.00 457 ― 2.8
24年3月期(予想) ― 7.00 ― 7.00 14.00 ―

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 17,500 △2.2 0 ― 700 △14.3 600 30.8 18.39
通期 39,000 3.4 1,000 535.4 1,800 4.1 1,300 ― 39.84



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 32,789,400 株 22年3月期 32,789,400 株
② 期末自己株式数 23年3月期 159,086 株 22年3月期 158,557 株
③ 期中平均株式数 23年3月期 32,630,516 株 22年3月期 32,631,145 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 1,213 12.1 639 14.3 605 30.1 △1,287 ―
22年3月期 1,082 △69.2 559 △81.9 465 △84.9 450 △52.9

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期 △39.41 ―
22年3月期 13.78 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 28,696 19,011 66.3 581.85
22年3月期 29,556 20,121 68.1 615.80
（参考） 自己資本 23年3月期  19,011百万円 22年3月期  20,121百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信の開示時点において金融商品取引法に基づく連結財務諸表の監査手続を実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、本資料の発表日において入手可能な情報および合理的であると判断する一定の前提に基づい
ており、実際の業績等は様々な要因によって異なる可能性があります。 



資本剰余金を配当原資とする配当金の内訳 

 平成23年３月期の配当のうち、資本剰余金を配当原資とする配当金の内訳は以下のとおりです。 

 （注）純資産減少割合  0.013 

  

 基準日 期末  合計  

 １株当たり配当金  7円 00銭  7円 00銭 

 配当金総額 228百万円  228百万円 
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（１）経営成績に関する分析 

 当連結会計年度におけるわが国の経済は、前半には平成20年の金融危機に起因する大幅な落ち込みから回復する過

程を辿りましたが、年末にかけて、海外経済の一時的な減速や夏場の円高の影響から、景気改善の動きが弱まりまし

た。年明け後、海外経済の持ち直しから輸出や生産が増加基調に戻りつつありましたが、本年３月の東日本大震災の

影響により、生産面を中心に下押し圧力が強まりました。 

このような環境の中、情報サービス業界では、製造業の一部でのＩＴ投資の改善が見られるものの、ＩＴ投資全

般の先送り傾向が依然根強く、全体としての売上高は対前年比較での減少が継続しており、本格的な回復にはまだ時

日を要する状況となっております。計算事務等情報処理がほぼ横ばいながら、ソフトウェア開発・プログラム作成で

は、ソフトウェアプロダクトを中心に減少傾向が継続しております。 

証券業界におきましても、投資マインドの低下に伴う株式等の委託取引の低迷、発行会社のグループ経営化や非

公開化による上場会社の減少など、証券流通・発行市場の厳しい状況が続いております。 

このような状況のもと、平成25年３月期を最終年度とする第２次中期経営計画において、「事業拡大（ＢＩＳの

さらなる推進、クラウドサービスの拡大）」「生産性向上と品質改善」「経営効率の向上と経営体質の強化」という

３つの重点施策（基本戦略）を掲げ、取り組んでまいりました。事業拡大に向け、ＢＩＳの推進と新技術を取り入れ

たプライベートクラウドサービスの提供、また積極的なアライアンス戦略とグループ力を活かした顧客基盤の深耕拡

大等を継続実施いたしました。 

また、一層の経営効率の向上を目指し、事業の集中と選択による不採算事業からの撤退、支店運営体制の効率化

と外注の適正化とオフショアの活用を進めるなど、営業黒字確保に向け、継続的なコスト構造改革を行ったほか、生

産性向上・品質改善の更なる向上にも懸命に努めました。 

 当連結会計年度の業績については、ＩＴ投資の回復のテンポが予想以上に弱かったほか、証券業界の厳しい経営状

況が継続していることから、売上高は37,707百万円（前年比7.0％減）となりました。一方、利益面ではコスト構造

の変革・圧縮等経営努力に努めた結果、営業利益157百万円（前年は営業損失1,127百万円）、経常利益1,728百万円

（前年比779.1％増）となりましたが、投資有価証券評価損の計上等から当期純損失が618百万円（前年は当期純損失

1,988百万円）となりました。 

   

各セグメント別売上高状況は次のとおりであります。   

（注）より実態を把握しやすくするために、セグメント名称の証券事務管理業務を第１四半期より業務サービス事

業に変更しております。なお、会計上の集計方法に変更はありません。  

  

情報サービス事業は、証券業界・金融業界へのプライベートクラウドサービスを積極的に展開し機能拡充による商

品力の強化に努め、金融分野では既存システムのクラウド化等の推進販売と新規ＡＳＰサービスの受注に注力したも

のの証券分野の減少により売上高は16,670百万円（前年比8.7％減）となりました。 

ソフトウェア開発事業は、ＩＴ投資の抑制が続き、公共分野、産業分野を中心に重点既存顧客・新規顧客へ受注促

進を行いましたが、売上高は14,705百万円（同4.7％減）となりました。 

 システム販売事業は、売上高は2,474百万円（同10.7％増）となりました。  

業務サービス事業は、ＢＰＯサービスの拡大とお客様の経営革新に資するソリューション営業の展開をしてまい

りましたが、証券市場の不振継続等から売上高は2,221百万円（同22.4％減）となりました。 

 証券代行事業は、総合的なサービスの提供などサービスの拡充や臨時業務の獲得等に努めたものの、競業他社との

手数料引下げ競争の激化や管理株主数の減少が響き、売上高は1,635百万円（同6.1％減）となりました。 

   

１．経営成績

セグメント  サービス区分  売 上 高  

情報サービス事業  

情 報 サ ー ビ ス 16,670百万円 

ソ フ ト ウ ェ ア 開 発  14,705 

シ ス テ ム 販 売 2,474 

業務サービス 

・証券代行事業  

業 務 サ ー ビ ス  2,221 

証 券 代 行  1,635 

   合  計  37,707 
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（次期の見通し） 

今後もさらなる事業拡大と生産性向上・品質改善ならびに経営効率の向上・体質の強化に注力するとともに、中

期経営計画に基づいて、その実践に取り組んでまいりますが、この第２次中期経営計画をよりスムーズかつ効果的に

実現するため、グループ内での組織再編を平成23年４月１日付けで実施いたしました。 

ＩＴ・事務双方からの融合をすすめるお客様におけるイノベーション実現に貢献するため、これまでにも、主と

して証券業務向けに、子会社に分散していた企画機能・品質管理機能を集中・集約するとともに、システムサービス

と事務サービスを一元的に提供する体制を構築し、よりお客様目線に立った商品サービスの企画開発とサービス品質

の向上に努めてまいりました。今回の組織再編は、こうした体制を一層強化すべく、製造・販売を一体化し、金融、

公共、産業等の他分野へも強力に推進していくため、グループの連結子会社を「金融商品取引業務」と「金融商品取

引業務以外」の業務にそれぞれ集約しようとするものであります。 

具体的な再編の内容として、平成23年４月１日を効力発生日として、当社の連結子会社４社において、日本電子

計算株式会社を存続会社とし株式会社ＪＢＩＳを消滅会社とする吸収合併、日本電子計算株式会社を吸収分割承継会

社とし株式会社ＪＢＩＳビジネスサービスを吸収分割会社とする吸収分割、ならびに日本証券代行株式会社を完全親

会社とし株式会社ＪＢＩＳビジネスサービスを完全子会社とする株式交換とする再編を行いました。この組織再編に

より、ＢＩＳ事業の推進と新技術を取り入れたプライベートクラウドサービスのさらなる提供を実施する計画です。

 一方、本年３月11日に発生した東日本大震災、福島第一原子力発電所の事故という未曾有の危機とそれに伴う電力

供給面の制約による企業活動を巡る不透明感は強く、内需の一時的な落ち込みは避けられないものとみられます。し

かし、秋口以降は電力需給逼迫が改善に向かい、サプライチェーンの再構築も進む中で、供給面の制約も和らぐこと

が予想されます。これにより好調な世界経済に支えられ国内経済も持ち直しに向かうのではないかとの期待もありま

す。 

  

 こうした状況を踏まえて、平成24年３月期の連結業績の見通しは、次のとおりであります。 

  

 ○事業別売上高一覧 

 前述の組織再編に伴い、セグメントについては、従来の「業務サービス・証券代行事業」セグメントについては、

業務サービス事業の一部が「情報サービス事業」に移行したことに伴い、サービス区分を単一とし、名称も「金融商

品取引関連事業」といたしました。以上より、「セグメント」・「サービス区分」につき、以下の表のように変更い

たします。 

  

 現状のセグメント                   変更後のセグメント 

  

 このセグメント変更を踏まえて、平成24年３月期の事業別売上高見通しは、次のとおりであります。 

  

   

区  分  金  額  前 期 比  

売上高  39,000 百万円 1,293 百万円 

営業利益   1,000 843 

経常利益   1,800  72 

当期純利益   1,300  1,918 

セグメント サービス区分   セグメント サービス区分 

情報サービス事業 

情 報 サ ー ビ ス 

⇒ 
情報サービス事業 

情 報 ・ サ ー ビ ス 

ソ フ ト ウ ェ ア 開 発 ソ フ ト ウ ェ ア 開 発 

シ ス テ ム 販 売 シ ス テ ム 販 売 

業務サービス 

・証券代行事業 

業 務 サ ー ビ ス 金融商品取引関連事業 金 融 商 品 取 引 関 連 

証 券 代 行       

セグメント  サービス区分 売 上 高 前 期 比 

情報サービス事業  

情 報 ・ サ ー ビ ス 17,600 百万円 477 百万円 

ソ フ ト ウ ェ ア 開 発  15,100  626 

シ ス テ ム 販 売  2,600  126 

金融商品取引関連事業 金 融 商 品 取 引 関 連 3,700  66  

  合  計 39,000 1,293 
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（２）財政状態に関する分析 

当連結会計年度末における財政状態は次のとおりであります。 

  

当連結会計年度における連結キャッシュ・フローの状況 

 現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は 4,408百万円となりました。各キャッシュ・フローの増減状況と

それらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果獲得した資金は 1,937百万円となりました。これは主に減価償却費2,321百万円によるものであり

ます。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は 1,230百万円となりました。これは主にソフトウェアの取得1,286百万円によるも

のであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は 1,142百万円となりました。これは主に長期借入金の返済1,361百万円によるもの

であります。 

   

なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは、次のとおりであります。 

（注）１．自己資本比率：自己資本／総資産 

２．時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

３．債務償還年数：有利子負債／営業活動によるキャッシュ・フロー 

※有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債の期首

残高及び期末残高の平均残高を対象としております。 

４．インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業活動によるキャッシュ・フロー／利払い 

※利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

５．平成20年３月期及び平成22年３月期の債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオについては営

業活動によるキャッシュ・フローがマイナスのため記載しておりません。 

    

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 利益配分につきましては、株主の皆様に対しては継続して安定した配当を行う事を基本方針とするとともに、財務

基盤の継続した強化と今後の事業展開を考慮して内部留保の充実にも努めてまいります。 

 以上の基本方針を踏まえ、平成23年５月11日開催の取締役会において、平成23年３月期の期末配当（剰余金の配

当）は１株当り７円を決議いたしました。また、平成24年３月期の配当に関しましては、中間配当として７円、期末

配当として７円を予定しております。  

  

（４）事業等のリスク 

 当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性のある主なリスクを以下に記載いたします。当該リス

クは、当社グループの全てのリスクを網羅したものではなく、記載したリスク以外のリスクも存在いたします。な

  当連結会計年度末残高 前連結会計年度末比 備   考  

総 資 産  百万円34,363 百万円△3,432   

流 動 資 産   15,599  △1,046  現金及び預金の減少 

固 定 資 産   18,763  △2,385  投資有価証券の減少 

流 動 負 債   9,132  848  短期借入金の増加 

固 定 負 債   7,912  △2,876  長期借入金の減少 

純 資 産   17,318  △1,397  利益剰余金の減少 

  平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 

自己資本比率（％） 33.1 38.9 44.0 47.4 47.9

時価ベースの自己資本比率

（％） 
23.2 22.6 26.6 27.3 27.1

債務償還年数（年） 11.0 － 3.1 － 2.6

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍） 
5.8 － 18.3 － 26.0
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お、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末において当社グループが判断したものであります。 

① 経営環境について 

a. 当社グループでは、設立時からの戦略である証券総合システムの統合と株券電子化対応の実現を完了し、子会社

各社が保有するファシリティの統合・共同化、顧客基盤の深耕と拡大に努め、着実に成果を上げてまいりました。し

かしながら企業の情報化投資は、依然として本格的な回復までには至らず、新規・既存顧客へのより丁寧なフォロー

等による一段の拡販努力を続けるほか、新技術の取り込みとその提供に注力いたしますが、主要顧客の経営状況やシ

ステム戦略の見直しがあった場合には、顧客の獲得が想定どおりに進まないなど、当社グループの業績、経営計画に

影響を及ぼす可能性があります。 

  

b. 情報サービス業界においては、事業者間の価格競争の激化や顧客のコスト削減意識により商品・サービス価格は

低下傾向にあります。このような環境のもと、当社グループはコンサルティングからシステム開発・運用・派生事務

まで、顧客ニーズにマッチした高付加価値のサービスの拡充、品質向上及び生産性向上に努めてまいりますが、予想

を超える主要な顧客のシステム投資の先送りと低価格競争が発生した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす

可能性があります。 

  

② プロジェクト管理について 

 ソフトウェア開発事業では、顧客ニーズの高度化、開発環境の複雑化などに伴う開発の難易度が増しており、当社

グループではプロジェクト管理を強化するとともにプロジェクト計画のリスク評価等により開発リスクの回避を図っ

ておりますが、特定の個別案件において開発プロセスに大きな問題が発生した場合には、費用の増大や開発時期の延

長により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

③ システムリスクについて 

 当社グループは、アウトソーシングなどの情報サービスやソフトウェア開発・ソフトプロダクトの提供において、

定期的な保守・点検、生産性向上のための開発支援ツールや設備導入など安全対策を行っておりますが、地震、水

害、落雷などの自然災害や火災、システム障害、ハードウェア・回線障害、ウイルス汚染、ハッカー攻撃などが原因

でサービスが提供できなくなる可能性があります。その影響でお客様の事業が停止や中断した場合には、損害賠償請

求を受ける場合があるほか、社会的信用にも影響を受け、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

④ 法令・規則等の改定・制定について 

 当社グループが行う事業に適用される法令等は、社会情勢の変化等に応じて今後も適宜、改正ないし解釈の変更等

が行われる可能性があります。また、新たな法令等が制定される可能性があります。このような法令、規制等の改

定・制定により、当社グループが行っている業務に対し、新たな規制が導入された場合には、当社グループの経営成

績及び今後の事業展開に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑤ 個人情報の取扱いについて 

 当社グループは、個人情報を適切に保護することを企業の重要な社会的使命と認識し、情報主体の権利の保護、個

人情報に関する法規制等の遵守に努めておりますが、万が一、セキュリティ対策の不備、不正・犯罪、災害や障害な

どによる原因で、顧客の個人情報の流出があった場合には、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

⑥ ソフトウェア投資について 

 当社グループは、自社で運用する情報サービス事業用のソフトウェア投資を行っております。当該投資にあたって

は、将来の収支、市場環境及び競合商品などを充分に調査・検討しておりますが、市場環境変化による需要低迷や競

争激化による価格下落などが発生した場合には、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑦ 投資有価証券について 

 当社グループは、投資有価証券を保有しておりますが、相場変動や投資先の業績悪化・倒産などの事象が発生した

場合には、会計上減損処理等を行う場合があることから、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑧「東日本大震災」による当社グループへの影響 

 現時点では当社グループ拠点においての従業員・建物・設備等への直接的な被害は受けておりません。しかし今後

の企業のＩＴ投資の減退などからの影響を受ける可能性があります。  

㈱ＪＢＩＳホールディングス（3820）平成23年３月期　決算短信

5



  

 当社グループは、当社（純粋持株会社）と事業子会社４社並びに事業子会社の子会社等７社より構成され、情報サ

ービス事業、業務サービス・証券代行事業を営んでおります。 

 当社グループの事業内容及び当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

 なお、サービス区分別の主な業務内容は次のとおりであります。 

（注）１.㈱ＪＢＩＳは、平成23年４月１日付けで日本電子計算㈱を存続会社として合併いたしました。 

２.㈱ＪＢＩＳビジネスサービスは、平成23年４月１日付けで日本電子計算㈱を吸収分割承継会社とする吸収分割

及び日本証券代行㈱を完全親会社とする株式交換を致しました。 

２．企業集団の状況

サービス区分 主な業務内容 会社名 

情報サー

ビス事業 

情報サービス 

情報サービス（アウトソーシングサービ

ス）、情報サービスに付随するソフトウェ

ア開発・保守並びにシステム販売、システ

ム運用管理、データ入出力業務等のサービ

ス、インターネットサービス、インターネ

ットサービスに付随するソフトウェア開

発・保守並びにシステム販売、証券総合シ

ステムの開発・運用管理、証券代行システ

ムの運営データ処理業務 

日本電子計算㈱、㈱ＪＢＩＳ、ＪＩＰテク

ノサイエンス㈱、ジェイエスフィット㈱、

三重データ通信㈱、日本ＴＡソリューショ

ン㈱ 

（延会社数 ６社） 

ソフトウェア

開発 

ソフトウェアの受託開発・保守、ソフトウ

ェアプロダクトの開発・保守、ソフトウェ

ア開発に付随するシステム販売、システム

コンサルティングサービス、証券代行シス

テムの開発 

日本電子計算㈱、㈱ＪＢＩＳ、ジップイン

フォブリッジ㈱、インテグレート・システ

ム㈱、三重データ通信㈱、ジェイエスフィ

ット㈱、日本ＴＡソリューション㈱ 

（延会社数 ７社） 

システム販売 

情報機器、ソフトウェア（仕入）、サプラ

イ品の販売及び賃貸、保守サービス、各種

工事 

日本電子計算㈱、ジェイエスフィット㈱ 

（延会社数 ２社） 

業務サー

ビス・ 

証券代行

事業 

証券代行業務 

 株式事務全般を代行する証券代行業務、

株式名義書換請求取次業務、有価証券の受

渡・保管・出納等に係る事務、証券管理業

務、証券関連業務全般の事務サービス 

日本証券代行㈱、㈱ＪＢＩＳビジネスサー

ビス 

（延会社数 ２社）  

業務サービス 

有価証券等に係る事務全般並びに事務サー

ビスとＩＴサービスを一体で提供するＢＰ

Ｏ及びコンサルティングサービス、各種事

務の代行業務及び不動産の管理業務 

日本証券代行㈱、㈱ＪＢＩＳビジネスサー

ビス、㈱ＪＢＩＳ 

（延会社数 ３社）  

金融商品取引

業務 

金融商品取引業務、口座管理機関業務 日本証券代行㈱、新潟証券㈱ 

（延会社数 ２社）  
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 事業の系統図は次のとおりであります。  
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（１）会社経営の基本方針 

 当社グループは、 

① 金融・証券・公共・産業といった全ての分野における重要なインフラを担うという社会的使命にコミットする 

② お客様第一主義の徹底によって、お客様の立場に立った使い易いソリューション・サービスをタイムリーに提

供する 

③ 常に最先端のソリューション・サービスを追求し、幅広いビジネスパートナーと協業する開かれた企業集団と

なる 

④ 社内改革を推進し、経営の安定と継続的成長に基づく企業価値向上に努める 

という、四つの基本精神の実現に向け、グループ内の経営資源を効果的に集約し、時代の要請に機動的かつ弾力的に

対応できる強い企業体質を築いてまいります。 

 これにより、ＩＴと事務の分野で培った深い業務知識・強みを活かしつつ、経営統合によるシナジー効果を最大限

に発揮するサービス・プロバイダーを目指して、常にお客様に対して、最高水準のソリューション・サービスを提供

するよう努力してまいります。  

  

（２）中長期的な会社の経営戦略及び目標とする経営指標 

 当社グループは、平成23年３月期を初年度とする３か年の第２次中期経営計画を策定しております。当該計画にお

いては、①「経営改革を支援するビジネス・イノベーション・サービス（ＢＩＳ）をお客様に提供します。」②「品

質・コスト・スピードをモットーに、お客様満足度を最大化します。」③「経営の効率化を図り、幅広いビジネスパ

ートナーと柔軟に協業することで、継続的な成長を実現します。」という基本方針のもと、３つの重点施策（事業拡

大・生産性向上と品質改善・経営効率の向上と体質の強化）に取り組み、最終年度 （平成25年３月期）の目標値

を、売上高50,000百万円、営業利益3,500百万円（営業利益率7％）としております。 

  

（３）会社の対処すべき課題 

 当社グループは、グループ各社の顧客基盤を活かし、お客様の経営革新をサポートするビジネスイノベーションサ

ービス（ＢＩＳ）の提供、新技術の積極的導入等による拡販に努めるとともに継続的な品質向上、コスト構造の変

革、圧縮等の経営努力にも引き続き尽力し、企業体質の強化に全力をあげて取り組みます。 

   

３．経営方針
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,794 4,357

預託金 10 8

受取手形及び売掛金 8,759 8,343

リース投資資産 305 528

有価証券 66 50

商品及び製品 147 88

仕掛品 760 414

原材料及び貯蔵品 110 92

繰延税金資産 520 554

その他 1,200 1,171

貸倒引当金 △29 △11

流動資産合計 16,646 15,599

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 4,727 4,788

減価償却累計額 △2,709 △2,977

建物及び構築物（純額） 2,017 1,810

機械装置及び運搬具 54 52

減価償却累計額 △50 △50

機械装置及び運搬具（純額） 3 2

工具、器具及び備品 1,305 1,297

減価償却累計額 △834 △926

工具、器具及び備品（純額） 471 370

土地 373 373

リース資産 1,226 1,444

減価償却累計額 △259 △546

リース資産（純額） 967 897

建設仮勘定 － 35

有形固定資産合計 3,834 3,490

無形固定資産   

ソフトウエア 2,891 3,452

ソフトウエア仮勘定 588 400

リース資産 6 4

その他 80 80

無形固定資産合計 3,566 3,937

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  9,912 ※1  8,184

差入保証金 2,183 2,038

繰延税金資産 1,416 873

その他 322 331

貸倒引当金 △85 △92

投資その他の資産合計 13,747 11,335

固定資産合計 21,149 18,763

資産合計 37,795 34,363
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,683 2,310

短期借入金 1,370 2,199

リース債務 339 451

未払法人税等 203 319

賞与引当金 793 733

役員賞与引当金 37 25

プログラム補修引当金 19 12

受注損失引当金 162 260

その他 2,675 2,819

流動負債合計 8,284 9,132

固定負債   

長期借入金 2,290 1,100

リース債務 922 961

繰延税金負債 830 542

退職給付引当金 4,127 4,187

役員退職慰労引当金 240 283

負ののれん 2,087 701

その他 289 135

固定負債合計 10,789 7,912

特別法上の準備金   

金融商品取引責任準備金 ※2  6 －

特別法上の準備金合計 6 －

負債合計 19,080 17,045

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,000 3,000

資本剰余金 12,213 12,213

利益剰余金 2,733 1,657

自己株式 △112 △112

株主資本合計 17,834 16,758

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 90 △314

その他の包括利益累計額合計 90 △314

新株予約権 － －

少数株主持分 790 874

純資産合計 18,715 17,318

負債純資産合計 37,795 34,363
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 40,532 37,707

売上原価 ※1  33,587 ※1  30,644

売上総利益 6,944 7,063

販売費及び一般管理費   

報酬及び給料手当 3,996 3,324

賞与引当金繰入額 192 185

役員賞与引当金繰入額 37 25

退職給付費用 324 320

役員退職慰労引当金繰入額 57 59

賃借料 860 689

その他 2,603 2,301

販売費及び一般管理費合計 ※2  8,071 ※2  6,905

営業利益又は営業損失（△） △1,127 157

営業外収益   

受取利息 11 7

受取配当金 90 129

負ののれん償却額 1,384 1,378

持分法による投資利益 － 28

その他 64 106

営業外収益合計 1,551 1,650

営業外費用   

支払利息 101 70

持分法による投資損失 104 －

その他 22 9

営業外費用合計 227 79

経常利益 196 1,728

特別利益   

持分変動利益 7 －

投資有価証券売却益 － 6

負ののれん取崩益 9 6

事業譲渡益 28 －

役員賞与引当金戻入額 6 －

金融商品取引責任準備金戻入 － 6

その他 8 0

特別利益合計 59 20
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

特別損失   

投資有価証券評価損 149 1,086

固定資産処分損 ※3  7 ※3  2

減損損失 ※4  422 －

早期割増退職金 ※5  383 －

遅延損害金 － 191

本社移転費用 588 －

事務所移転費用 － 91

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 77

その他 62 35

特別損失合計 1,613 1,485

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△1,357 263

法人税、住民税及び事業税 184 373

法人税等調整額 381 477

法人税等合計 565 851

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △587

少数株主利益 64 30

当期純損失（△） △1,988 △618
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（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △587

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △409

持分法適用会社に対する持分相当額 － 4

その他の包括利益合計 － ※2  △405

包括利益 － ※1  △992

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － △1,022

少数株主に係る包括利益 － 29
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 3,000 3,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,000 3,000

資本剰余金   

前期末残高 12,213 12,213

当期変動額   

自己株式の処分 △0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 12,213 12,213

利益剰余金   

前期末残高 5,178 2,733

当期変動額   

剰余金の配当 △456 △456

当期純損失（△） △1,988 △618

当期変動額合計 △2,444 △1,075

当期末残高 2,733 1,657

自己株式   

前期末残高 △112 △112

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 0 －

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △112 △112

株主資本合計   

前期末残高 20,279 17,834

当期変動額   

剰余金の配当 △456 △456

当期純損失（△） △1,988 △618

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 0 －

当期変動額合計 △2,445 △1,075

当期末残高 17,834 16,758

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △798 90

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 888 △405

当期変動額合計 888 △405

当期末残高 90 △314
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

新株予約権   

前期末残高 3 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3 －

当期変動額合計 △3 －

当期末残高 － －

少数株主持分   

前期末残高 1,070 790

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △280 83

当期変動額合計 △280 83

当期末残高 790 874

純資産合計   

前期末残高 20,554 18,715

当期変動額   

剰余金の配当 △456 △456

当期純損失（△） △1,988 △618

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 0 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 605 △321

当期変動額合計 △1,839 △1,397

当期末残高 18,715 17,318
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

△1,357 263

減価償却費 2,520 2,321

負ののれん償却額 △1,384 △1,378

減損損失 422 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 10 △11

退職給付引当金の増減額（△は減少） △254 59

受取利息及び受取配当金 △101 △136

支払利息 101 70

持分法による投資損益（△は益） 104 △28

投資有価証券評価損益（△は益） 149 1,086

固定資産除却損 7 2

負ののれん取崩益 △9 △6

売上債権の増減額（△は増加） 426 415

たな卸資産の増減額（△は増加） 680 422

仕入債務の増減額（△は減少） △2 △372

未払消費税等の増減額（△は減少） △70 22

未払賞与の増減額（△は減少） △710 △117

未収入金の増減額（△は増加） 374 112

販売用ソフトウェア（仮勘定含む）への投資額 △251 △510

その他 △1,294 △160

小計 △638 2,050

利息及び配当金の受取額 109 140

利息の支払額 △109 △74

法人税等の支払額 230 △180

営業活動によるキャッシュ・フロー △408 1,937

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,095 △120

投資有価証券の取得による支出 △9 △10

投資有価証券の売却による収入 67 38

貸付けによる支出 △4 △4

貸付金の回収による収入 140 7

ソフトウェア（仮勘定含む）の取得による支出 △1,364 △1,286

差入保証金の差入による支出 △205 △13

差入保証金の回収による収入 824 79

その他 △224 78

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,870 △1,230
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 1 1,200

短期借入金の返済による支出 － △200

長期借入金の返済による支出 △1,411 △1,361

配当金の支払額 △456 △456

少数株主への配当金の支払額 △9 △8

その他 △228 △316

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,104 △1,142

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,383 △436

現金及び現金同等物の期首残高 9,228 4,845

現金及び現金同等物の期末残高 4,845 4,408
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該当事項はありません。 

  

  

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社     8社 

日本電子計算㈱ 

日本証券代行㈱ 

㈱ＪＢＩＳ 

㈱ＪＢＩＳビジネスサービス 

ＪＩＰテクノサイエンス㈱ 

ジップインフォブリッジ㈱ 

インテグレート・システム㈱ 

ジェイエスフィット㈱ 

なお、㈱ジェイ・アイ・エスは、平成

21年４月１日付けでジェイエスフィッ

ト㈱と合併したため、連結の範囲から

除いております。 

また、日本証券共同事務センター㈱

は、平成21年６月24日付けで㈱ＪＢＩ

Ｓビジネスサービスに社名変更いたし

ました。 

(1)連結子会社     8社 

日本電子計算㈱ 

日本証券代行㈱ 

㈱ＪＢＩＳ 

㈱ＪＢＩＳビジネスサービス 

ＪＩＰテクノサイエンス㈱ 

ジップインフォブリッジ㈱ 

インテグレート・システム㈱ 

ジェイエスフィット㈱ 

  

２．持分法の適用に関する事

項 

(1)持分法適用の関連会社     ２社 

 日本ＴＡソリューション㈱ 

 新潟証券㈱ 

(1)      同  左 

  (2)持分法を適用していない関連会社、三

重データ通信㈱は当期純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等からみて、持分法の対象か

ら除いても連結財務諸表に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体としても重

要性がないため持分法の適用範囲から

除外しております。 

――――――――――――――― 

  

(2)       同  左 

  

  

  

  

  

  

  

（会計方針の変更） 

 当連結会計年度より、「持分法に関す

る会計基準」（企業会計基準第16号 平

成20年３月10日公表分）及び「持分法適

用関連会社の会計処理に関する当面の取

扱い」（実務対応報告第24号 平成20年

３月10日）を適用しております。  

 これによる営業利益、経常利益及び税

金等調整前当期純利益に与える影響はあ

りません。  

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 すべての連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しております。 

同  左 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

ａ．有価証券 

ア．満期保有目的債券 

償却原価法（定額法）を採用して

おります。 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

ａ．有価証券 

ア．満期保有目的債券 

同  左 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

  イ．その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用してお

ります。 

イ．その他有価証券 

時価のあるもの 

同  左 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用

しております。 

時価のないもの 

同  左 

  ｂ．たな卸資産 

ア．商品及び原材料 

 移動平均法による原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）を採用

しております。 

ｂ．たな卸資産 

ア．商品及び原材料 

同  左 

  イ．製品及び仕掛品 

 個別法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）を採用して

おります。 

イ．製品及び仕掛品 

同  左 

  ウ．貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法（貸

借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。  

ウ．貯蔵品 

同  左 

  (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

ａ．有形固定資産(リース資産を除く) 

定率法（ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設備を除

く）については定額法）を採用して

おります。 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

ａ．有形固定資産(リース資産を除く) 

同  左 

  なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

 建物及び構築物   ３～50年 

    工具、器具及び備品 ３～20年 

  

  ｂ．無形固定資産(リース資産を除く) 

ア．ソフトウエア 

①市場販売目的のソフトウエアにつ

いては、会社所定の合理的耐用年

数（見込有効年数最長３年）に基

づく定額法により償却しておりま

す。 

ｂ．無形固定資産(リース資産を除く) 

ア．ソフトウエア 

①     同  左 

  ②自社利用のソフトウエアについて

は、会社所定の合理的耐用年数

（見込利用可能年数最長５年）に

基づく定額法により償却しており

ます。 

②    同  左 

  イ．その他の無形固定資産 

  定額法を採用しております。  

イ．その他の無形固定資産 

同  左 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

  ｃ．リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用してお

ります。 

 なお、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引のうち、リース取引

開始日が平成20年３月31日以前のリ

ース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

  

ｃ．リース資産 

同  左 

  (3)重要な引当金の計上基準 

ａ．貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については、個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

(3)重要な引当金の計上基準 

ａ．貸倒引当金 

 同  左 

  ｂ．賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備えるた

め、支給見込額を計上しておりま

す。 

ｂ．賞与引当金 

同  左 

  ｃ．役員賞与引当金 

 役員の賞与の支払に備えるため、支

給見込額を計上しております。 

ｃ．役員賞与引当金 

同  左 

  ｄ．プログラム補修引当金 

一部の連結子会社は、プログラム

の無償補修費用の支出に備えるた

め、過去の実績率により将来発生見

込額を計上しております。 

ｄ．プログラム補修引当金 

同  左 

  ｅ．退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。 

  過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(13～15年)による定額法によ

り費用処理しております。 

  数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数(15

年)による定額法(一部子会社は定率

法)により按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理する

こととしております。 

ｅ．退職給付引当金 

同  左 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

  (会計方針の変更) 

当連結会計年度より「「退職給付

に係る会計基準」の一部改正（その

３）」（企業会計基準第19号 平成

20年７月31日）を適用しておりま

す。 

数理計算上の差異を翌連結会計年

度から償却するため、これによる営

業損失、経常利益及び税金等調整前

当期純損失に与える影響はありませ

ん。 

また、本会計基準の適用に伴い発

生する退職給付債務の差額の未処理

残高は75百万円であります。 

なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま

す。  

――――――――――――――― 

  

  ｆ．役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

ｆ．役員退職慰労引当金 

同  左 

  g．受注損失引当金 

 ソフトウェアの請負契約に係る開発

案件のうち、当連結会計年度末時点で

将来の損失が見込まれ、かつ、当該損

失額を合理的に見積もることが可能な

ものについては、将来の損失に備える

ため翌連結会計年度以降に発生が見込

まれる損失額を計上しております。 

  

g．受注損失引当金 

同  左 

  

  (4)重要な収益及び費用の計上基準 

ａ．ファイナンス・リース取引に係る収

益の計上基準 

リース料受取時に売上高と売上原価

を計上する方法によっております。 

(4)重要な収益及び費用の計上基準 

ａ．ファイナンス・リース取引に係る収

益の計上基準 

同  左 

  ｂ．完成工事高及び完成工事原価の計上

基準 

ア．当連結会計年度末までの進捗部

分について成果の確実性が認められ

る工事 

 工事進行基準（工事の進捗率の見

積もりは原価比例法）を適用してお

ります。  

イ．その他の工事 

 工事完成基準を適用しております。

    

ｂ．完成工事高及び完成工事原価の計上

基準 

ア．当連結会計年度末までの進捗部

分について成果の確実性が認められ

る工事 

 同  左  

  

  

イ．その他の工事 

 同  左 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

  (会計方針の変更) 

受注制作のソフトウェアに係る収益の

計上基準については、従来、完成基準を

適用しておりましたが、「工事契約に関

する会計基準」（企業会計基準第15号 

平成19年12月27日）及び「工事契約に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第18号 平成19年12月27日）

を当連結会計年度より適用し、当連結会

計年度に着手したソフトウェア開発契約

から、当連結会計年度末までの進捗部分

について成果の確実性が認められる契約

については工事進行基準（工事の進捗率

の見積りは原価比例法）を、その他の契

約については工事完成基準を適用してお

ります。 

 これにより、売上高は867百万円増加

し、営業損失及び税金等調整前当期純損

失はそれぞれ34百万円減少し、経常利益

は34百万円増加しております。 

なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 

  

――――――――――――――― 

  

  ――――――――――――――― (5)のれんの償却方法及び償却期間 

負ののれんの償却については、５年

間の定額法により償却を行っておりま

す。 

  

  ――――――――――――――― (6)連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっており

ます。 

  

  (5)その他連結財務諸表作成のための重要

な事項 

(7)その他連結財務諸表作成のための重要

な事項 

  ａ.消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

ａ.消費税等の会計処理 

同  左  

  ｂ．連結納税制度 

 当連結会計年度より連結納税制度

を適用しております。  

ｂ．連結納税制度 

 連結納税制度を適用しておりま

す。  

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

――――――――――――――― 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

６．負ののれんの償却に関す

る事項 

 負ののれんの償却については、５年間

の定額法により償却を行っております。 

――――――――――――――― 

  

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

――――――――――――――― 

  

（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

――――――――――――――― （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用して

おります。 

これにより、営業利益、経常利益は6百万円減少、税

金等調整前当期純利益は83百万円減少しております。 

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基

準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第

22号 平成20年12月26日）、「「研究開発費等に係る

会計基準」の一部改正」（企業会計基準第23号 平成

20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」

（企業会計基準第７号 平成20年12月26日）、「持分

法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20

年12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適

用指針第10号 平成20年12月26日）を適用しておりま

す。  
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（８）表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

（連結貸借対照表） 

前連結会計年度まで区分掲記しておりました「未払

金」は、当連結会計年度において、金額的重要性が乏し

くなったため流動負債の「その他」に含めて表示してお

ります。 

なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている

「未払金」は922百万円であります。 

――――――――――――――― 

  

（連結損益計算書） 

前連結会計年度まで区分掲記しておりました「投資有

価証券売却益」は、当連結会計年度において、金額的重

要性が乏しくなったため特別利益の「その他」に含めて

おります。 

なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている

「投資有価証券売却益」は1百万円であります。 

（連結損益計算書） 

１．当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計

基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に

基づき、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関

する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３

月24日 内閣府令第５号）を適用し、「少数株主損益

調整前当期純損失」の科目で表示しております。 

２．前連結会計年度に特別利益の「その他」に含めて表

示しておりました「投資有価証券売却益」は、特別利

益の総額の100分の10を超えたため区分掲記しており

ます。 

  なお、前連結会計年度における「投資有価証券売却

益」は1百万円であります。  

３．前連結会計年度まで区分掲記しておりました「減損

損失」は、当連結会計年度において、特別損失の総額

の100分の10以下となったため、特別損失の「その

他」に含めて表示しております。 

  なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている

「減損損失」は14百万円であります  

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

１．営業活動によるキャッシュ・フローの「投資有価証

券売却損益」は、当連結会計年度において、金額的重

要性が乏しくなったため「その他」に含めて表示して

おります。 

 なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている

「投資有価証券売却損益」は△1百万円であります。 

２．営業活動によるキャッシュ・フローの「固定資産売

却損益」は、当連結会計年度において、金額的重要性

が乏しくなったため「その他」に含めて表示しており

ます。  

  なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている

「固定資産売却損益」は0百万円であります。 

３．投資活動によるキャッシュ・フローの「有形固定資

産の売却による収入」は、当連結会計年度において、

金額的重要性が乏しくなったため「その他」に含めて

表示しております。  

  なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている

「有形固定資産の売却による収入」は0百万円であり

ます。 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

  営業活動によるキャッシュ・フローの「減損損失」

は、当連結会計年度において、金額的重要性が乏しく

なったため「その他」に含めて表示しております。 

 なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている

「減損損失」は14百万円であります。 
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（９）追加情報

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

（負ののれんの取崩について） 

平成18年10月の株式移転時に被取得会社である日本証

券代行㈱保有有価証券の時価評価を行った際に生じた

「負ののれん」は、投資有価証券の評価損及び処分に対

応する部分 百万円を取り崩しております。  9

（負ののれんの取崩について） 

平成18年10月の株式移転時に被取得会社である日本証

券代行㈱保有有価証券の時価評価を行った際に生じた

「負ののれん」は、投資有価証券の評価損及び処分に対

応する部分 百万円を取り崩しております。  6

――――――――――――――― 

  

（包括利益の表示に関する会計基準の適用について） 

当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適

用しております。ただし、「その他の包括利益累計額」

及び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度

の金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額

等合計」の金額を記載しております。  

（10）連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。 

投資有価証券（株式） 百万円1,991 投資有価証券（株式） 百万円2,020

※２ 特別法上の準備金 

特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項

は、次のとおりであります。 

金融商品取引責任準備金 

金融商品取引法附則第46条の５ 

 ――――――――――――――― 

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※１ 売上原価に含まれている受注損失引当金繰入額 

  百万円162

※１ 売上原価に含まれている受注損失引当金繰入額 

  百万円98

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

  百万円97

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

  百万円136

    

※３ 固定資産処分損の内訳は、次のとおりであります。

(1)固定資産売却損 

工具、器具及び備品 0百万円

合計 0百万円

※３ 固定資産処分損の内訳は、次のとおりであります。

   固定資産除却損 

建物及び構築物 0百万円

工具、器具及び備品 1百万円

合計 2百万円(2)固定資産除却損 

  

建物及び構築物 1百万円

工具、器具及び備品 2百万円

その他 2百万円

合計 7百万円
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当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

  

※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

  

  

  

  

  

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※４ 減損損失 

当連結会計年度において、一部の連結子会社は以下の

資産について減損損失を計上いたしました。 

一部の連結子会社は、当社グループの他の資産又は資

産グループのキャッシュ・フローから概ね独立したキャ

ッシュ・フローを生み出す最小単位に拠って資産のグル

ーピングを行いました。当社グループは、ソフトウエア

等の資産を財務健全性の観点から回収可能性を検討した

結果、ソフトウエア等の帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失（ 百万円）として特別

損失に計上いたしました。その主な内訳は、工具、器具

及び備品61百万円、ソフトウエア182百万円、長期前払

費用151百万円等であります。 

なお、当資産の回収可能価額は正味売却価額により測

定しております。 

  

場所 用途 種類

東京都江東区等 
証券事務管理・代行
事業 

ソフトウエア等

422

――――――――――――――― 

  

※５ 早期割増退職金 

 連結子会社である日本証券代行㈱において実施した希

望退職者の募集に伴う割増退職金等であります。 

――――――――――――――― 

  

（連結包括利益計算書関係）

親会社株主に係る包括利益 △1,100百万円

少数株主に係る包括利益 66 

計 △1,034 

その他有価証券評価差額金 878百万円

持分法適用会社に対する持分相当額 10 

計 888 
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前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  (注)自己株式の普通株式の増減は、単元未満株式の買取・売却によるものであります。  

    

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

３．配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数(千株) 

当連結会計年度
増加株式数(千株) 

当連結会計年度 
減少株式数(千株) 

当連結会計年度末
株式数(千株) 

発行済株式         

普通株式  32,789  －  －  32,789

自己株式 (注)         

普通株式  158  0  0  158

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当連結会計
年度末残高 
（百万円） 

前連結会計
年度末  

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計 
年度末 

 提出会社

（親会社） 

ストック・オプシ

ョンとしての新株

予約権 

普通株式  104,000  －  104,000  －  －

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
 配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成21年５月12日 

取締役会 
普通株式  228  7 平成21年３月31日 平成21年６月９日 

平成21年10月29日 

取締役会 
普通株式  228  7 平成21年９月30日 平成21年12月１日 

（決議） 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成22年５月11日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金  228  7 平成22年３月31日 平成22年６月４日
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当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  (注)自己株式の普通株式の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。  

    

２．配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

  
前連結会計年度末
株式数(千株) 

当連結会計年度
増加株式数(千株) 

当連結会計年度 
減少株式数(千株) 

当連結会計年度末
株式数(千株) 

発行済株式         

普通株式  32,789  －  －  32,789

自己株式 (注)         

普通株式  158  0  －  159

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
 配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成22年５月11日 

取締役会 
普通株式  228  7 平成22年３月31日 平成22年６月４日 

平成22年11月４日 

取締役会 
普通株式  228  7 平成22年９月30日 平成22年12月１日 

（決議） 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成23年５月11日 

取締役会 
普通株式 資本剰余金  228  7 平成23年３月31日 平成23年６月23日
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前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成22年３月31日現在） （平成23年３月31日現在）

現金及び預金勘定 4,794百万円

有価証券勘定 

(マネー・マネジメント・ファンド) 
50百万円

 現金及び現金同等物 4,845百万円

現金及び預金勘定 4,357百万円

有価証券勘定 

(マネー・マネジメント・ファンド) 
50百万円

 現金及び現金同等物 4,408百万円

（企業結合等）
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 前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法、事業内容の実態を勘案して区分しております。  

２．各事業の主要な製品及び役務 

情報サービス事業 … 情報サービス、ソフトウェア開発、システム販売 

証券事務管理・代行事業 … 証券事務管理業、証券代行業 

 ３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、余資運用資金（現金及び有価証券）、長

期投資資産（投資有価証券）等であります。 

 ４.「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より、「工事契約に

関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によ

った場合に比べて、売上高は、情報サービス事業で867百万円増加し、営業損失は、情報サービス事業で34百

万円減少しております。 

 ５.「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、「「退

職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）」(企業会計基準第19号 平成20年７月31日)を適用しておりま

す。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、各セグメントにおける営業損益に与える影響はあり

ません。 

  

  

前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日）  

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。  

  

（セグメント情報等）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
情報サービス事業
（百万円） 

証券事務管理・
代行事業 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業利益                          

 売上高                          

(1)外部顧客に対する売上高  35,927  4,604  40,532  －  40,532

(2)セグメント間の内部売上高又は

振替高 
 145  465  610 (610)  －

計  36,072  5,069  41,142 (610)  40,532

 営業費用  35,122  7,213  42,336 (677)  41,659

 営業利益又は営業損失（△）  949  △2,143  △1,194  67  △1,127

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失及び

資本的支出 
                         

 資産  11,598  10,082  21,681  16,113  37,795

 減価償却費  2,326  161  2,488  32  2,520

 減損損失  －  441  441 (18)  422

 資本的支出  2,847  641  3,489  339  3,829

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高
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当連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日） 

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社は、各事業会社を統括する持株会社となっており、その下、各事業子会社は相互に連携しながらも独

自に包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しており、当社は各事業子会社の管理・監督を行っておりま  

す。 

 したがって、当社は、各事業子会社を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、  

「情報サービス事業」及び「業務サービス・証券代行事業」の２つを報告セグメントとしております。  

「情報サービス事業」は、情報サービス、ソフトウェア開発及びシステム販売を主要業務としておりま  

す。「業務サービス・証券代行事業」は、各種業務代行及び証券代行業務を主要業務としております。 

  

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、棚卸資産の評価基準を除き、「連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項」における記載と概ね同一であります。 

 棚卸資産の評価については、収益性の低下に基づく簿価切下げ前の価額で評価しております。 

 報告セグメントの利益は、営業利益（のれん償却前）ベースの数値であります。 

 セグメント間の内部利益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。 

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

 前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額67百万円には、セグメント間取引消去587百万円及び各報告セグ

メントに配分していない全社費用△522百万円、その他の調整額2百万円が含まれております。全社費

用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

      ２．セグメント資産の調整額16,113百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産等でありま

す。 

      ３．その他の項目の減価償却費の調整額及び有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額に重要な

ものはありません。 

４．セグメント利益又は損失は、連結財務諸表の営業損失と調整を行っております。 

５．その他の項目の減価償却費、有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、長期前払費用に係る金

額が含まれております。 

  

ｄ．セグメント情報

  （単位：百万円）

  

報告セグメント
調整額 
（注）１ 

連結財務諸表
計上額 
（注）２ 情報サービス

業務サービス
・証券代行 

計

売上高           

外部顧客への売上高 35,927 4,604 40,532 － 40,532

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

145 465 610 △610 － 

計 36,072 5,069 41,142 △610 40,532

セグメント利益又は損失（△） 949 △2,143 △1,194 67 △1,127

セグメント資産  11,598 10,082 21,681 16,113 37,795

その他の項目           

減価償却費 2,326 161 2,488 32 2,520

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額 
2,847 641 3,489 339 3,829
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 当連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額154百万円には、セグメント間取引消去722百万円及び各報告セグ

メントに配分していない全社費用△574百万円、その他の調整額6百万円が含まれております。全社費

用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

      ２．セグメント資産の調整額7,091百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産等でありま

す。 

      ３．その他の項目の減価償却費の調整額に重要なものはありません。有形固定資産及び無形固定資産の

増加額の調整額はありません。 

４．セグメント利益又は損失は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。 

５．その他の項目の減価償却費、有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、長期前払費用に係る金

額が含まれております。 

    

   

当連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

 本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。 

(2）有形固定資産 

 本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。  

  

３．主要な顧客ごとの情報 

 該当事項はありません。 

   

  （単位：百万円）

  

報告セグメント
調整額 
（注）１ 

連結財務諸表
計上額 
（注）２ 情報サービス

業務サービス
・証券代行 

計

売上高           

外部顧客への売上高 33,850  3,856 37,707  － 37,707  

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

241 428 669 △669 － 

計  34,091  4,284  38,376 △669  37,707 

セグメント利益又は損失（△） 1,415 △1,412 3,049 154 157

セグメント資産  18,914 8,357 27,272 7,091 34,363

その他の項目           

減価償却費 2,152 96 2,249 71 2,321

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額 
2,488 45 2,534 － 2,534

ｅ．関連情報

（単位：百万円）

  情報サービス
業務サービス・
証券代行  

合計 

外部顧客への売上高 33,850 3,856 37,707 
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当連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日） 

   

  

   

当連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日） 

 平成22年４月１日前に行われた企業結合により発生した負ののれんの償却額及び未償却残高は、以下のとお

りであります。 

   

  

    

当連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。 

    

（追加情報） 

当連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日）  

当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月

21日）を適用しております。 

  

ｆ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

  （単位：百万円） 

  情報サービス
業務サービス・
証券代行 

全社・消去 合計 

減損損失 14 － － 14 

ｇ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

  （単位：百万円）

  情報サービス
業務サービス・
証券代行 

全社・消去 合計 

当期償却額 22 － 1,356 1,378

当期末残高 26 － 675 701

ｈ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
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 （注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり純資産額  円 銭549 32

１株当たり当期純損失金額 円 銭60 93

１株当たり純資産額  円 銭503 95

１株当たり当期純損失金額 円 銭18 96

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期

純損失であるため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、１株当たり当期純損失であり、また潜在株

式が存在しないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当期純損失(△)(百万円）  △1,988  △618

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純損失(△)（百万円）  △1,988  △618

期中平均株式数（千株）  32,631  32,630

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

 平成18年10月２日の株式移転

に際し、当社子会社である日本

電子計算㈱が平成16年６月18日

付定時株主総会決議に基づき発

行した新株予約権に代わるもの

として交付した新株予約権方式

のストック・オプション（前連

結会計年度末における新株予約

権の数1,040個）は、平成21年６

月17日で行使期間が終了してお

ります。 

 ― 

（重要な後発事象）
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 500 129

関係会社短期貸付金 1,200 1,900

未収入金 161 ※2  456

その他 ※2  47 ※2  47

流動資産合計 1,909 2,534

固定資産   

有形固定資産   

建物 208 208

減価償却累計額 △17 △54

建物（純額） 191 154

工具、器具及び備品 136 136

減価償却累計額 △16 △49

工具、器具及び備品（純額） 120 87

有形固定資産合計 312 241

無形固定資産   

ソフトウエア 4 2

無形固定資産合計 4 2

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  4,702 ※1  3,292

関係会社株式 22,223 22,223

差入保証金 404 401

投資その他の資産合計 27,330 25,918

固定資産合計 27,646 26,162

資産合計 29,556 28,696

負債の部   

流動負債   

短期借入金 1,100 2,100

関係会社短期借入金 ※1  6,022 ※1  6,222

未払金 ※2  85 ※2  216

未払法人税等 11 7

その他 15 38

流動負債合計 7,234 8,584

固定負債   

長期借入金 2,200 1,100

固定負債合計 2,200 1,100

負債合計 9,434 9,684
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,000 3,000

資本剰余金   

資本準備金 3,000 3,000

その他資本剰余金 14,232 14,232

資本剰余金合計 17,232 17,232

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 752 △992

利益剰余金合計 752 △992

自己株式 △72 △72

株主資本合計 20,912 19,166

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △790 △155

評価・換算差額等合計 △790 △155

新株予約権 － －

純資産合計 20,121 19,011

負債純資産合計 29,556 28,696
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（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 ※1  1,082 ※1  1,213

売上総利益 1,082 1,213

販売費及び一般管理費   

報酬及び給料手当 218 296

広告宣伝費 4 －

支払手数料 100 111

租税公課 19 －

交際費 0 －

賃借料 95 27

電算事務関係費 9 －

減価償却費 － 72

保険料 2 －

その他 71 66

販売費及び一般管理費合計 522 574

営業利益 559 639

営業外収益   

受取利息 9 ※1  11

受取配当金 5 45

雑収入 2 1

営業外収益合計 17 58

営業外費用   

支払利息 ※1  110 ※1  92

営業外費用合計 110 92

経常利益 465 605

特別利益   

新株予約権戻入益 3 －

特別利益合計 3 －

特別損失   

投資有価証券評価損 － 2,044

本社移転費用 6 －

その他 － 0

特別損失合計 6 2,045

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 462 △1,440

法人税、住民税及び事業税 6 △152

法人税等調整額 5 －

法人税等合計 12 △152

当期純利益又は当期純損失（△） 450 △1,287

㈱ＪＢＩＳホールディングス（3820）平成23年３月期　決算短信

37



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 3,000 3,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,000 3,000

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 3,000 3,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,000 3,000

その他資本剰余金   

前期末残高 14,232 14,232

当期変動額   

自己株式の処分 △0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 14,232 14,232

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 759 752

当期変動額   

剰余金の配当 △457 △457

当期純利益又は当期純損失（△） 450 △1,287

当期変動額合計 △7 △1,745

当期末残高 752 △992

自己株式   

前期末残高 △72 △72

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 0 －

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △72 △72

株主資本合計   

前期末残高 20,919 20,912

当期変動額   

剰余金の配当 △457 △457

当期純利益又は当期純損失（△） 450 △1,287

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 0 －

当期変動額合計 △7 △1,745

当期末残高 20,912 19,166

㈱ＪＢＩＳホールディングス（3820）平成23年３月期　決算短信

38



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △1,045 △790

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 254 635

当期変動額合計 254 635

当期末残高 △790 △155

新株予約権   

前期末残高 3 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3 －

当期変動額合計 △3 －

当期末残高 － －

純資産合計   

前期末残高 19,877 20,121

当期変動額   

剰余金の配当 △457 △457

当期純利益又は当期純損失（△） 450 △1,287

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 0 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 251 635

当期変動額合計 244 △1,109

当期末残高 20,121 19,011
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該当事項はありません。 

  

  

  

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）重要な会計方針

項目 
前事業年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評

価方法 

(1)子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法を採用して

おります。 

(1)子会社株式及び関連会社株式 

同  左 

  (2)その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定)により処理しております。 

(2)その他有価証券 

時価のあるもの 

     同  左 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用して

おります。  

時価のないもの 

     同  左 

２．固定資産の減価償却の方法 (1)有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物         8年～18年 

工具、器具及び備品  5年～15年 

(1)有形固定資産（リース資産を除く） 

同  左  

  (2)無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

(2)無形固定資産（リース資産を除く） 

同  左 

  ソフトウエア 

自社利用のソフトウエアは、会社

所定の合理的耐用年数（見込利用可

能年数最長５年）に基づく定額法に

より償却しております。 

  

  (3)リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しておりま

す。 

なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日

が平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりま

す。  

(3)リース資産 

     同  左 

３．その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

(1)消費税等の処理について 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式によっております。  

(1)消費税等の処理について 

同  左 

  (2)連結納税制度について 

当事業年度より連結納税制度を適用

しております。 

(2)連結納税制度について 

連結納税制度を適用しております。 
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（６）会計処理方法の変更

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

―――――――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

（資産除去債務に関する会計基準の適用） 

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しておりま

す。 

これにより、営業利益、経常利益は1百万円減少、税

引前当期純損失は2百万円増加しております。 

  

㈱ＪＢＩＳホールディングス（3820）平成23年３月期　決算短信

41



  

  

（７）表示方法の変更

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

―――――――――― 

  

  

  

  

  

(損益計算書)  

１. 前事業年度まで区分掲記しておりました「広告宣伝

費」は、当事業年度において、金額的重要性が乏しくな

ったため販売費及び一般管理費の「その他」に含めて表

示しております。 

  なお当事業年度の販売費及び一般管理費の「その他」

に含まれている「広告宣伝費」は1百万円であります。 

  

  

  

  

  

  

２. 前事業年度まで区分掲記しておりました「租税公課」

は、当事業年度において、金額的重要性が乏しくなった

ため販売費及び一般管理費の「その他」に含めて表示し

ております。 

  なお当事業年度の販売費及び一般管理費の「その他」

に含まれている「租税公課」は12百万円であります。 

  

  

  

  

  

  

３. 前事業年度まで区分掲記しておりました「交際費」

は、当事業年度において、金額的重要性が乏しくなった

ため販売費及び一般管理費の「その他」に含めて表示し

ております。 

  なお当事業年度の販売費及び一般管理費の「その他」

に含まれている「交際費」は0百万円であります。 

  

  

  

  

  

  

４. 前事業年度まで区分掲記しておりました「電算事務関

係費」は、当事業年度において、金額的重要性が乏しく

なったため販売費及び一般管理費の「その他」に含めて

表示しております。 

  なお当事業年度の販売費及び一般管理費の「その他」

に含まれている「電算事務関係費」は6百万円でありま

す。 

  

  

  

  

  

  

５. 前事業年度まで区分掲記しておりました「保険料」

は、当事業年度において、金額的重要性が乏しくなった

ため販売費及び一般管理費の「その他」に含めて表示し

ております。 

  なお当事業年度の販売費及び一般管理費の「その他」

に含まれている「保険料」は2百万円であります。 

  

  

  

  

  

  

６. 前事業年度まで販売費及び一般管理費の「その他」に

含めて表示しておりました「減価償却費」は、金額的重

要性が増したため区分掲記しております。 

  なお、前事業年度の販売費及び一般管理費の「その

他」に含まれている「減価償却費」は35百万円でありま

す。  
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前事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注)普通株式の株式数の増減は、単元未満株式の買取・売却によるものであります。 

  

当事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注)普通株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。 

  

（８）個別財務諸表に関する注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成22年３月31日） 

当事業年度 
（平成23年３月31日） 

※１ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

 担保付債務は次のとおりであります。 

  

投資有価証券 百万円2,776

関係会社短期借入金 百万円2,550

※１ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

 担保付債務は次のとおりであります。 

  

投資有価証券 百万円1,672

関係会社短期借入金 百万円2,050

※２ 関係会社に係る注記 

 科目に含まれている関係会社に対するものは次のと

おりであります。 

※２ 関係会社に係る注記 

 科目に含まれている関係会社に対するものは次のと

おりであります。 

流動資産－その他 百万円44

未払金 百万円74

未収入金 百万円342

流動資産－その他 百万円43

未払金 百万円205

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※１ 関係会社に係る注記 

 科目に含まれている関係会社に対するものは次のと

おりであります。 

※１ 関係会社に係る注記 

 科目に含まれている関係会社に対するものは次のと

おりであります。 

売上高  

 受取配当金    百万円459

 経営管理料    百万円598

 その他    百万円24

支払利息    百万円46

売上高  

 受取配当金    百万円459

 経営管理料    百万円690

 その他    百万円64

受取利息    百万円10

支払利息    百万円49

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末
株式数(千株) 

当事業年度
増加株式数(千株)

当事業年度 
減少株式数(千株) 

当事業年度末
株式数(千株) 

自己株式         

普通株式 (注)  113  0  0  113

  
前事業年度末
株式数(千株) 

当事業年度
増加株式数(千株)

当事業年度 
減少株式数(千株) 

当事業年度末
株式数(千株) 

自己株式         

普通株式 (注)  113  0  －  114
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（注）１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

   

  

前事業年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

該当事項はありません。 

   

当事業年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

該当事項はありません。 

   

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり純資産額    円 銭615 80

１株当たり当期純利益金額   円 銭13 78

１株当たり純資産額    円 銭581 85

１株当たり当期純損失金額   円 銭39 41

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

  
前事業年度

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当事業年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当期純利益又は当期純損失（△）（百万円）  450  △1,287

 普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△） 

（百万円） 
 450  △1,287

期中平均株式数（千株）  32,675  32,675

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 

 平成18年10月２日の株式移

転に際し、当社子会社である

日本電子計算㈱が平成16年６

月18日付定時株主総会決議に

基づき発行した新株予約権に

代わるものとして交付した新

株予約権方式のストック・オ

プション（前事業年度末にお

ける新株予約権の数

個）は、平成21年６月17日で

行使期間が終了しておりま

す。 

1,040

 ― 

（重要な後発事象）
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当連結会計年度の情報サービス、ソフトウェア開発、システム販売の区分別生産実績、商品仕入実績、受注状況及び

販売実績は次のとおりであります。なお、業務サービス事業、証券代行事業については記載を省略しております。ま

た、商品仕入実績を除き、金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。  

① 生産実績 

  

② 商品仕入実績 

  

③ 受注状況 

  

④ 販売実績 

６．その他

生産、受注及び販売の状況

サービス区分の

名称 

前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日  

  至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成22年４月１日  

  至 平成23年３月31日） 

増 減 

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 増減率（％）

情報サービス  16,632  60.8  15,363  60.0  △1,269  △7.6

ソフトウェア開発  10,745  39.2  10,224  40.0  △521  △4.9

合計  27,377  100.0  25,587  100.0  △1,790  △6.5

サービス区分の

名称 

前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日  

  至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成22年４月１日  

  至 平成23年３月31日） 

増 減 

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 増減率（％）

情報サービス  643  15.9  487  12.2  △156  △24.3

ソフトウェア開発  2,324  57.3  2,239  56.2  △85  △3.7

システム販売  1,086  26.8  1,258  31.6  171  15.8

合計  4,055  100.0  3,984  100.0  △70  △1.7

サービス区分の

名称 

前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日  

  至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成22年４月１日  

  至 平成23年３月31日） 

増 減 

受注高 

（百万円） 

受注残高 

（百万円） 

受注高 

（百万円） 

受注残高 

（百万円） 

受注高 

（百万円） 

受注残高 

（百万円） 

情報サービス  13,334  10,788  17,529  11,648  4,194  859

ソフトウェア開発  13,500  6,885  13,660  5,839  159  △1,045

システム販売  2,153  365  2,532  422  379  57

合計  28,988  18,039  33,721  17,910  4,732  △129

サービス区分の

名称 

前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日  

  至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成22年４月１日  

  至 平成23年３月31日） 

増 減 

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 増減率（％）

情報サービス  18,265  50.9  16,670  49.3  △1,595  △8.7

ソフトウェア開発  15,426  42.9  14,705  43.4  △721  △4.7

システム販売  2,234  6.2  2,474  7.3  240  10.7

合計  35,927  100.0  33,850  100.0  △2,076  △5.8
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